
 

社援地発 0109 第 1 号 

令和６年１月９日 

 

 

各都道府県民生主管部（局）長  殿 

 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課長 

（公 印 省 略） 

 

 

生活福祉資金貸付（福祉資金〔緊急小口資金〕）の特例に係る留意事項について  

 

 

令和６年能登半島地震により被災した世帯に対する緊急小口資金の貸付につ

いては、「生活福祉資金貸付（福祉資金〔緊急小口資金〕）の特例について」

（令和６年１月９日付け社援発 0109第３号社会・援護局長通知。以下「局長

通知」という。）により特例措置（以下「本特例措置」という。）を講じたとこ

ろであるが、本特例措置の運用に当たり下記について留意いただくとともに管

内の都道府県社会福祉協議会へ周知願いたい。 

 

記 

 

１ 貸付対象について 

（１）局長通知１にある貸付対象の前提となる「令和６年能登半島地震によ

り、災害救助法（昭和２２年１０月１８日法律第１１８号）の適用となっ

た地域」については、次の URLを参照すること。 

https://www.bousai.go.jp/taisaku/kyuujo/kyuujo_tekiyou.html  

 

（２）局長通知１にある貸付対象の前提となる「被災したため特例措置が必要

な地域として、貴職（各都道府県知事）が設定した地域」については、設

定され次第、厚生労働省から各都道府県宛に情報提供を行うこととするの

で、下記３の取扱いに当たっては留意すること。 

 

２ 借入申込者の確認の方法について 

局長通知４の（２）にある借入申込者の確認については、運転免許証、健

康保険証、マイナンバーカード等の公的機関が発行する身分証明書による確

認が望ましいが、行政機関が作成する避難者名簿の活用や借入申込者の親族

の立会や照会による確認、キャッシュカードやクレジットカード等による確

認など、柔軟な対応によるもので差し支えないこと。 

https://www.bousai.go.jp/taisaku/kyuujo/kyuujo_tekiyou.html


 

３ 被災地から県外へ避難した者に対する貸付について 

本特例措置の貸付対象の前提となる地域から、他の都道府県へ避難した者

のうち、今後、避難先の都道府県に当分の間（１月程度以上を目安とす

る。）居住し、継続的に連絡が取れることが見込まれる者であって、本特例

措置による貸付が必要と認められる者に対しては、避難先の都道府県社会福

祉協議会において貸付を実施すべきものであるので、都道府県社会福祉協議

会は、今般の特例措置の取扱いについて、申請の窓口となる市町村社会福祉

協議会へ伝達すること。 

 

４ その他 

本特例措置により貸し付けられた緊急小口資金については、通常に貸し付

けられた緊急小口資金と区分して管理しなければならないものであること。 

 

以上 


